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研究成果の概要（和文）：公共事業関係費のGDPに対する水準が適切であるかどうかの判断は，単純な各国比較
や時系列比較だけでなく，理論的・実証的・構造的アプローチが不可欠である．そこで，理論的分析では動学マ
クロ経済学のフレームで最適性を検証する．実証的分析では各国の社会資本ストック額および公共事業関係費と
経済成長力に関する因果推論を実施する．さらに，構造的分析では，建設産業および入札制度，地理的要因など
に着目し，わが国の公共事業の費用構造に関する特異性を分析する．これら，３つの分析を総合的に判断し，最
終的にはわが国の公共事業関係費の最適水準を提案する．

研究成果の概要（英文）：It is difficult to simply determine whether the level of Japan's public 
works expenditures relative to GDP is appropriate. This requires not only simple cross-country or 
time-series comparisons, but also theoretical, empirical, and structural approaches. Theoretical 
analysis examines optimality in the frame of economics. For the empirical analysis, we will conduct 
a statistical analysis of each country's social capital stock and public works expenditures and 
economic growth. The structural analysis focuses on the construction industry, the bidding system, 
and geographical factors, and analyzes the peculiarities of the cost structure of public works in 
Japan. Based on a comprehensive evaluation of these three analyses, we finally propose an optimal 
level of public works expenditures in Japan.

研究分野： 土木計画学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
研究の成果から，当初想定した，「わが国の公共資本ストックが他のOECD諸国と比較してとりわけ大きく，その
限界生産性はマイナスであり，ストック額を削減するという提案」は妥当なものであるのか，その理論的根拠と
は何か，また，それは実証的に確認されるものであるか，あるいは，日本の地理的文化的条件，あるいは，日本
の建設産業特有の問題が存在するのかの疑問対して，3つの違ったアプローチで研究を実施した．その何れも，
単純に日本のインフラストラクチャー過剰であるという認識には問題があることが確認できた．また，より詳細
な分析が必要であることもわかり，今後の研究課題の明確化につながっている．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
現在，わが国の公共事業関係費（一般政府の総固定資本形成）は対 GDP 比で 3.2％（2015 

年）であり，ピーク時と比較して半減している．他方，欧米諸国との比較では，依然高い水 
準にある．この水準が適切であるかどうかの判断は，単純な各国比較や時系列比較だけでな 
く，理論的・実証的・構造的アプローチが不可欠である．理論的分析では動学マクロ経済学 
のフレームでインフラストラクチャーの特性を再定義し，理論的な最適性がどのような要因 
に依存するのかを検証する．実証的分析では各国の社会資本ストック額および公共事業関係 
費と経済成長力に関する因果推論を実施することで，各国と比較してわが国の水準がどのよ 
うな位置づけにあるのかを判断する．さらに，構造的分析では，建設産業および入札制度， 
地理的要因などに着目し，わが国の公共事業の費用構造に関する特異性を分析する．これら， 
３つの分析を総合的に判断し，最終的にはわが国の公共事業関係費の最適水準を提案すること
を目的として研究を開始した．当時の背景を以下に記す． 
 
【本研究の学術的背景，学問的「問い」】 
社会基盤整備の目的は，社会経済を円滑に運営できるよう，政府によって整備されるべき 
事業であり，国民生活にとって不可欠なものである．また，その社会経済への影響は景気対 
策としてのフロー効果だけでなく，年々の公共投資の蓄積が社会経済活動に影響を与える， 
いわゆる，ストック効果こそが重要であるという認識が広がりつつある．個別社会基盤整備 
に関しては費用便益分析など定量的評価の普及とともにある一定の学術的蓄積が上手く実用 
化されているといえよう．一方で，その投資総額を決定すべき，公共事業関連費がどの程度 
であるべきかに関しては，いまだ十分な理論的・実証的研究が蓄積されているとはいいがた 
い．さらに，これまでの研究蓄積を網羅的に整理し，実務的見解を示したものも非常に乏し 
い現状がある． 
このような学術的背景のもと，2017 年「OECD 対日経済審査報告書 2017 年度版」では 

Fourniener(2016)を引用し，わが国の公共資本ストックが他の OECD 諸国と比較してとりわけ 
大きく，その限界生産性はマイナスであり，ストック額そのものの削減を提案している．こ 
の提案が妥当なものであるのか，その理論的根拠とは何か，また，それは実証的に保証され 
るものであるか，あるいは，日本の地理的文化的条件，あるいは，日本の建設産業特有の問 
題が存在するのか．これらの３つ問題に学術的にアプローチすることが本研究課題の課題で 
ある． 
つまり，以下のような 3 つの課題に取り組むことで，最終的には，公共事業関連費の最適 
な水準を明確にすることを目的とする． 
① 動学マクロ経済学におけるインフラストラクチャーの特徴づけと再定義 
②需要・供給側面にわけたマクロ計量モデルによる公共投資と経済成長の因果統計分析 
③日本の建設産業の産業構造・市場制度に着目した産業構造分析 
 
２．研究の目的 
 
研究を終えるにあたり，あらためて当初の目的と照らし合わせ，3 つの目的の結果を踏まえ，目
的を再定義する． 
 
① 動学マクロ経済学におけるインフラストラクチャーの特徴づけと再定義 
 
経済学におけるインフラストラクチャーの定義は，静学的には Samuelson の公共財としての定
義が一般的であり，これに反して，宇沢弘文は社会を維持する装置としてのインフラストラクチ
ャーの役割を明確にしている．さらに，宇沢弘文は動学的にもこの蓄積において，可塑性でのみ
表現する経済学における社会資本蓄積は十分でない点を指摘している．このような経済学にお
けるインフラストラクチャーの定義を再検討することで，その限界を明確にした．その成果を研
究成果の一部として公開している．なお，この課題は主な成果ではないので，内容は下記を参照
されたい． 
 
小池淳司：講座交通と経済第２回「公共投資・交通政策の評価」，交通工学５月 pp.45-52，2023. 
 
②需要・供給側面にわけたマクロ計量モデルによる公共投資と経済成長の因果統計分析 
 
本研究目的に対しては，マクロ計量経済モデルを用いて，公共投資が民間投資に与える影響を地
域別に計測することを目的とした．これまで，このような分析に際してはクラウディングアウト
があるのかどうかに焦点が当てられ，その検証を行うのが一般的であったが，経済が停滞してい



るわが国において，その傾向がみられるのかを再度，地域別データで確認することを目的とした．
その結果は下記に詳細に示す．なお，本成果は下記に公表している． 
 
小池淳司・森真太郎：地域別公共投資によるクラウディングイン・アウト効果の計量，土木学会
論文集 D3 (土木計画学), Vol.75, No.6 (土木計画学研究・論文集第 37 巻), I_29-I_36, 2020. 
 
③日本の建設産業の産業構造・市場制度に着目した産業構造分析 
 
公共事業の特徴を議論する際に，日本の建設産業特有の問題を指摘されることが多い．しかし，
それは単なる印象に過ぎないことがおおい．ここでは，日本の建設産業の生産性分析を通じて，
技術進歩の要因を明確にすることを目的とした．一般競争入札の拡大に伴うマークアップの減
少は投入コスト型デフレーターでは捉えられない．このため，TFP が減少したという仮説を立
て，その検証を行った．一般競争入札と都道府県別の建設業の TFP との関係を調べる回帰分析
を行った結果，多くの地域で一般競争入札の導入が有意な負の影響を与えたことを確認した．建
設業の TFP の低下はマークアップの変化を捉えられないことに起因し，技術水準の低下ではな
いと考えた．本成果は以下に公表している．ここでの成果は下記を参照されたい． 
 
小池淳司・向山潤：建設産業における TFP 変化の要因分析，土木学会論文集 D3 (土木計画学), 
Vol.75, No.5 (土木計画学研究・論文集第 36 巻), I_17-I_24, 2019. 
 
上記のようにここでは，②の研究成果について主に報告する． 
 
３．研究の方法 
 
クラウディングイン・アウト効果に関する先行研究として，Aschauer (1989) が挙げられる．そ
こでは，民間資本と社会資本が補完関係であるとき，公共投資が社会資本として蓄積されること
で，民間資本の限界生産性が高まり，公共投資が民間投資を誘発する可能性があることを示した．
推計には民間部門の収益率と公共投資を独立変数に含む民間投資関数と生産関数から求めた社
会資本を独立変数とする民間部門の収益率関数を定義し，1953 年から 1985 年までのアメリカ
において，クラウディングイン効果がクラウディングアウト効果より優勢であることを確認し
た．日本における分析としては，三井ら(1995)が挙げられる．三井ら(1995) は，Aschauer (1989) 
の計測手法を用いて，民間投資のタイムトレンドを考慮し，日本における 1957 年度から 1987 
年度までの経済データの分析を行った．分析結果より，日本においてもクラウディングイン効果
が確認でき，特に高度成長期でその効果は大きいことが示唆されている．さらに，民間資本と社
会資本のストック間の関係から，クラウディングイン・アウト効果について分析した先行研究と
して畑農(2008) がある．そこでは，民間投資と公共投資の長期的関係がフローではなく，スト
ックのレベルで表現される可能性に着目し，民間資本と社会資本の長期ストック均衡を仮定し
た誤差修正項を含む民間投資関数を用いて，1956 年度から 2004 年度までの日本のデータにお
いて推定を行った．推定結果から，クラウディングアウト効果とクラウディングイン効果を分離
したうえで，日本において長期におけるクラウディングイン効果の発現が確認できることを示
した．このように日本全国におけるクラウディングイン・アウト効果の計量はなされているもの
の，近年のデータを用いた分析はなされていない．また，地域別の分析においてもこれらの手法
が適応可能であり，地域によって効果の違いを分析できるのかについても十分な議論はなされ
ていない．よって本研究では，畑農(2008) の分析に基づき，2 つの分析を行う．一つ目に，既
存研究の推定期間である 1955 年から 2004 年までを，1955 年度から 2014 年度までに延長し推
定を行う．この推定結果から近年の日本においても，クラウディングイン・アウトの効果を確認
出来るのかについて検証する．二つ目に，この分析方法を都道府県別で適用し，効果の出現にど
のような傾向があるのかについて比較する．これにより，公共投資が民間投資に与える影響につ
いて，日本の地域間の違いについて考察できる． 
 
 
４．研究成果 
 
本研究で用いたモデルは，公共投資による民間投資のクラウディングイン・アウト効果の計量を
行うため，民間資本と社会資本の長期均衡関係を考慮した誤差修正モデルの推定を行った．推定
結果によると，1955 年度から 2014 年度までのデータを用いた分析では，日本全国で公共投資
の民間投資誘発効果はいまだに期待できるということが分かった．しかし，その効果は年々 
減少傾向にあることから，社会資本の蓄積が進むにしたがって，社会資本一単位あたりの生産拡
大効果が低下し，クラウディングイン効果が小さくなっていると考えられる(下記参照) 
 
 
 
 



表-1 誤差修正項を含む民間投資関数の推定結果（全国） 
 

公共投資の増加率のパラメータa1 が有意に負値で推定 

されていることより，当期の公共投資はクラウディン 

グアウト効果を持つことがわかる．誤差修正効果を表 

す，パラメータa3 が有意に負値と推定されており，公 

共投資の誤差修正の効果，つまり，クラウディングイ 
ン効果が長期的に実現することがわかる． 
 
 
 

 
また，1980 年度から 2009 年度までのデータを用いた都道府県別の分析では，地方部ではク

ラウディングイン・アウト効果ともに大きく，都市部ではクラウディングイン効果が小さくなる
傾向が確認できた．このことは，短期的には公共投資による民間部門の物資の不足により，地方
部でのクラウディングアウト効果が顕在化するが，長期的には，地方部のほうが，公共投資を一
単位増やすことによる生産拡大効果が相対的に大きくなることを示す．これは，社会資本が比較
的多く蓄積されている都市部よりも，蓄積の少ない地方部の方が，社会資本一単位当たりの民間
資本への生産における貢献度が大きくなるからであると考えられる．したがって，全国でのクラ
ウディングイン効果が期待でき，特に地方部での効果が大きい日本においては，地方部での公共
投資による民間投資の誘発が期待される．しかし，地方部での民間投資拡大効果は，短期と長期
によって大きく異なる可能性があることに注意が必要である．（下図参照） 
 
 

 
 

 



 
 
以上の研究成果から，当初想定した，「わが国の公共資本ストックが他の OECD 諸国と比較し

てとりわけ大きく，その限界生産性はマイナスであり，ストック額を削減するという提案」は
妥当なものであるのか，その理論的根拠とは何か，また，それは実証的に確認されるものであ
るか，あるいは，日本の地理的文化的条件，あるいは，日本の建設産業特有の問題が存在する
のかの疑問対して，3つの違ったアプローチで研究を実施した．それらは，①インフラストラ
クチャーの認識による問題，②経済低迷期におけるインフラの経済効果への影響，③わが国独
自の入札制度が技術進歩にもたらす影響の３つを確認した．その何れも，単純に日本のインフ
ラストラクチャー過剰であるという認識には問題があることが確認できた．また，より詳細な
分析が必要であることもわかり，今後の研究課題の明確化につながっている． 
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